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Ⅰ はじめに 

第 118回中央環境審議会総合政策部会（令和７年３月 13日）（以下「総合政策部会」という。）に
おいて、第六次環境基本計画（令和６年５月 21 日閣議決定）（以下「環境基本計画」という。）の点
検の進め方が審議された。同部会において、環境基本計画の目的である「環境保全」を通じた「現在及
び将来の国民一人一人の生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経済厚生の向上」の実現を目指して、
「環境負荷の総量削減」を図り、「自然資本のこれ以上の毀損を防止し、自然資本を充実させる」とと
もに、「環境価値を活用して経済全体の高付加価値化を図る」こと等により、「環境を軸として環境・
経済・社会の統合的向上の高度化を図り」、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」の
実現に向けて、本計画に位置付けられた施策の進捗状況を総合的に点検し、それらを踏まえ、第七次環
境基本計画の策定に向けた課題の抽出及びその対策を有益かつ効率的に行うことが点検の目的とされ
た。 
点検に当たっては、中央環境審議会の各部会が対象とする範囲の施策について点検を行い、結果を総

合政策部会に報告することとされている。 
上記を踏まえ、中央環境審議会大気・騒音振動部会及び水環境・土壌農薬部会（以下「当部会」とい

う。）において、環境基本計画のうち水・大気環境局に関する施策について点検を行った。 
具体的には、第 24回大気・騒音振動部会及び第 18回水環境・土壌農薬部会（令和８年４月 17日）、

第 25回大気・騒音振動部会及び第 20回水環境・土壌農薬部会（令和８年７月 29日）、第 26回大気・
騒音振動部会及び第 21回水環境・土壌農薬部会（令和８年 10月 29日）において、関係省庁・産業界
などの多様なステークホルダーからの意見も聴取し、審議を行った。 
その上で、本報告書は、令和８年度環境白書及び令和７年度の環境省政策評価書等も活用し、取りま

とめたものである。 
 
 



4 

Ⅱ 第六次環境基本計画の点検の進め方について 

１．進捗点検の方針 
 
 第 118回総合政策部会において示された環境基本計画の点検にかかる全体方針に基づ
き、第 24回大気・騒音振動部会及び第 18回水環境・土壌農薬部会（令和８年４月 17
日）において本部会において以下のとおり進捗点検方針を定めた。 
 
点検の観点及び進め方 
（１）点検の観点 
   ・可能な限り定量評価を交え、施策の実施状況を点検する。 
 
（２）点検の進め方 
  ①環境省の担当部局からの取組の報告及び関係者ヒアリング（第１回・第２回） 
   ・施策の進捗状況を点検する観点から、水・大気局内の担当課室及び有識者・自治

体・業界団体等からのヒアリングを実施する。 
 
  ②施策シートの作成及び報告書のとりまとめ（第３回） 
   ・第六次環境基本計画のうち、第２部第３章の「個別分野の重点的施策の展開」に

基づき施策シートを作成し、報告書を取りまとめる。 
 
  ③総合政策部会への報告 
   ・令和８年度中に開催される総合政策部会において報告を行う。 
 
 
２．各ステークホルダーからのヒアリングの実施 
 
１．で定めた方針に基づき、第 24回大気・騒音振動部会及び第 18回水環境・土壌農薬

部会（令和８年４月 17日）及び第 25回大気・騒音振動部会及び第 20回水環境・土壌農
薬部会（令和８年７月 29日）において、行政・産業界といった各界各層からヒアリング
を実施した。 
 
第 24回大気・騒音振動部会及び第 18回水環境・土壌農薬部会（令和８年４月 17日） 
○環境省 水・大気環境局環境管理課 
 「水・土壌環境行政の取組」 
○環境省 水・大気環境局海洋環境課 
 「海洋環境行政に係る取組」 
○東京大学先端科学技術研究センター 
 「水環境の保全に関連する 施策の課題と今後の展望」 
○和歌山大学観光学部 
 「水循環基本法と水循環基本計画について」 
○東京都環境局環境改善部 
 「東京都における土壌汚染対策に関する取組状況」 
○九州大学応用力学研究所 
 「ヒアリング資料」 
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第 25回大気・騒音振動部会及び第 20回水環境・土壌農薬部会（令和８年７月 29日） 
○環境省 水・大気環境局環境管理課 
 「大気環境行政等の取組」 
○環境省 水・大気環境局モビリティ環境対策課 
 「モビリティ環境行政の取組」 
○埼玉県環 境科学国際センター研究推進室 
 「大気保全施策に関する埼玉県環境科学国際センターの取組と今後の展望」 
○一般社団法人自動車工業会 
 「自動車セクターにおける環境への取組みと今後の展望」 
○イオン株式会社 
 「地域の環境課題解決に向けての取り組み～モビリティ分野での脱炭素化～」 
○みちのりホールディングス 
 「みちのりグループにおける路線バスの脱炭素化の取組」 
○クロップライフジャパン 
 「作物保護業界の取組」 

 
 

３．施策シートの作成・審議 

 １．で定めた方針に基づき、個別分野の重点施策についての施策シートを作成・審議し
た。作成された進捗管理シートについては「III 個別分野の重点的施策の点検」に記載。 
 施策シートの作成に当たっては、可能な限り実効的かつ効率的に点検作業を進めるた
め、施策の進捗や指標等については、別途環境省において作成している「令和８年度環境
白書」及び「令和７年度環境省政策評価書」（事後評価）を活用している。 
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Ⅲ 個別分野の重点的施策の点検 
 
（１）個別分野の重点的施策の点検の観点 
・部会での説明内容も踏まえ取組状況の点検を行い、課題や今後の取組の方針を抽出す
る。 

・可能な限り定量評価を交えて、施策の実施状況を点検する。 
・「（４）の取組の進捗状況」や「（５）取組の進捗状況に関連する評価指標及び達成度
合い」の記載に当たっては、環境白書や政策評価書などの既存の資料も活用する。 

 
（２）点検項目 
 
（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等 （１）水・大気・土壌の環境保全 
①人の命と環境の保護 
②気候変動、生物多様性、循環型社会等への対応 

（２）取組名 水環境行政の取組 

（３）主な関係部局 ・水・大気環境局 環境管理課 
同課 環境汚染対策室、水道水質・衛生管理室、有機フッ素化合物対策室、環
境管理制度企画室 

・水・大気環境局 海洋環境課 
同課 海域環境管理室 

（４）取組の進捗状
況 
 

〇環境基準等の設定、排水管理対策等 
（環境基準） 
・令和６年９月24日の生活環境の保全に関する水環境小委員会（第１回）におけ
る検討結果を踏まえ、令和７年２月14日に、水質汚濁に係る生活環境の保全に
関する環境基準について、①適時適切な類型の見直し、②「利用目的の適応
性」に係る水浴の見直し、③季別の類型指定、④ＣＯＤの達成評価の変更に関
する改正告示（水質汚濁に係る環境基準について（令和７年２月環境省告示第
５号））等を施行した。 

・令和７年５月21日の生活環境の保全に関する水環境小委員会（第２回）の審
議、報告を経て中央環境審議会から環境大臣へ答申された「水質汚濁に係る生
活環境の保全に関する環境基準の水域類型の指定の見直しについて」（令和７
年９月12日）を踏まえ、令和７年10月31日に、相模湖・津久井湖・八千代湖に
おける類型指定及び全窒素及び全燐の環境基準の暫定目標を見直す改正告示
（河川及び湖沼が該当する水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定に関する
件（令和７年10月環境省告示第75号））を施行した。 

・令和８年６月19日の生活環境の保全に関する水環境小委員会（第３回）におい
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て、伊勢湾の全窒素及び全燐の類型指定の見直し及び底層溶存酸素量の達成
率・達成期間の設定に関する報告案を審議した。 

 
（排出抑制対策） 
・令和６年８月９日の水環境・土壌農薬部会（第14回）の審議を踏まえ、令和６
年12月11日に、亜鉛の暫定排水基準について見直す改正省令（排水基準を定め
る省令等の一部を改正する省令の一部を改正する省令（令和６年環境省令29
号））を施行した。 

・令和５年11月７日の水環境・土壌農薬部会（第11回）の審議を踏まえ、令和7
年4月1日に、排水基準の「大腸菌群数」を「大腸菌数」に見直す改正省令（水
質汚濁防止法施行規則等の一部を改正する省令（令和６年環境省令第４号））
を施行した。 

・令和７年３月24日の水環境・土壌農薬部会（第16回）の審議を踏まえ、令和７
年７月１日に、ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物並びにアンモニ
ア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物の暫定排水基準につい
て見直す改正省令（排水基準を定める省令の一部を改正する省令の一部を改正
する省令（令和７年環境省令第17号））を施行した。 

 
（環境モニタリング） 
・令和７年９月29日、要調査項目にアクリロニトリル等15項目を追加した。 
・令和８年７月９日、要調査項目に水環境の衛生状態を把握するための指標とし
てトウガラシ微斑ウイルス（PMMoV）及びF-RNAファージを追加した。 

 
（湖沼対策） 
・水質と生態系のつながりに着目した新たな水管理手法の検討や気候変動が琵琶
湖の生態系と物質循環に及ぼす影響の解析等を実施。 

 
〇水道の水質・衛生管理対策 
（PFAS） 
※「PFAS対策」を参照 
 
（農薬） 
・令和６年4月１日、水質管理目標設定項目の農薬類（パラコート）の目標値を見
直しした。 

・令和８年4月１日、水質管理目標設定項目の農薬類（1,3-ジクロロプロペン及び
カルタップ）の目標値を見直しした。 

 
（衛生） 
・令和７年度第１回（令和７年10月24日）水質基準逐次改正検討会の検討結果を
踏まえ、令和８年４月１日、水道法第21条に基づく健康診断の回数を、半年に
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１回から年に１回へ緩和する改正省令（水道法施行規則の一部を改正する省令
（令和８年環境省令第７号））を施行した。 

 

〇地下水・地盤環境対策 
（地下水の水質保全） 
・環境基準項目の中で特に継続して超過率が高い状況にある硝酸性窒素及び亜硝
酸性窒素による地下水汚染対策として、令和３年３月に作成した「硝酸性窒素
等地域総合対策ガイドライン」の周知を図るとともに、地域における窒素負荷
低減の取組の技術的な支援等を行った。 

 
（地中熱の利用促進） 
・熱需要の高い都市部において地下水還元型地中熱利用システムの普及を図るた
め、令和８年７月17日に、建築物用地下水の採取の規制に関する技術的基準を
見直す改正省令（建築物用地下水の採取の規制に関する法律施行規則の一部を
改正する省令（令和８年環境省令第20号））を公布した（令和９年９月１日施
行予定）。 

 
〇PFAS対策 
・令和７年５月８日の中央環境審議会から環境大臣への答申（水質汚濁に係る人
の健康の保護に関する環境基準等の見直しについて （第７次答申））などを踏
まえ、令和８年4月１日、関係省令（水質基準に関する省令の一部を改正する省
令（令和７年環境省令第19号）、水道法施行規則の一部を改正する省令（令和
７年環境省令第20号））を改正し、PFOS及びPFOAの水道水質基準項目の引き
上げ、基準値の遵守及び水質検査の実施を全ての水道事業者等に義務付けたほ
か、それ以外の8物質を要検討PFASに位置付け、情報収集を行った。 

・令和７年６月30日、公共用水域及び地下水における要監視項目PFOS・PFOAの
「指針値（暫定）」を「指針値」とするとともに、同年9月29日、それ以外の8
物質を要検討PFASに位置付け、情報収集を行った。 

・令和８年６月に「PFOS及びPFOAに関する対応の手引き」（第３版）を公表し
た。 

・令和７年３月、「PFASハンドブック」を作成し、令和７年12月に最新の情報に
更新した。 

・令和８年６月、「PFOS等の濃度低減のための対策技術の実証事業」の結果をと
りまとめた「PFOS等の濃度低減のための対策技術集」を公表した。 

（５）取組の進捗状
況に関連する評価指
標及び達成度合い 

〇政策評価書の項目名：３－３ 水環境の保全 
 
・測定指標と目標値 
公共用水域における人の健康の保護に関する水質環境基準の達成率（健康項
目）（％） 目標値：100% 

・目標達成度合いの測定結果 
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令和６年度の結果：99.1％ 
 
・測定指標と目標値 
公共用水域における生活環境の保全に関する水質環境基準の達成率（％）目標
値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
令和６年度の結果： 
①河川 

BOD：93.9％ 
大腸菌数：60.0％ 
水生生物保全に係る項目： 98.1％～99.9％ 

②湖沼 
COD：50.8％ 
大腸菌数：97.4％ 
全窒素及び全燐：51.6％ 
水生生物保全に係る項目：100％ 

③海域 
COD：78.2％ 
大腸菌数：87.5％ 
全窒素及び全燐：89.5％ 
水生生物保全に係る項目： 97.8％～100％ 

 
・測定指標と目標値 
地下水における水質環境基準の達成率（％）目標値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
令和６年度の結果：94.4％ 

 

・測定指標と目標値 
水道水質基準適合率（％）目標値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
令和５年度の結果：99.1％  

（６）課題及び今後
の取組方針 
 

【委員からの個別意見】 
・水汚染等によってどのような健康影響・リスクが想定されるのか、またそれに
対してどのような対策を講じるのかを、より明確に説明すべき。 

・環境基準の達成状況や未達成要因、体制面の課題についても整理が必要。 
・現行の排水規制を基本としつつ、連続モニタリング等の新たな管理手法の活用
についても検討すべき。 

・水生生物保全に係る環境基準や化学物質管理について、達成状況だけでなく、
科学的知見や新たな物質評価の進捗も含め、今後の課題を整理すべき。 
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【課題及び今後の施策の方針】 
〇環境基準等の設定、排水管理対策等 
・環境基準の達成状況等について毎年の確認・報道発表を継続するとともに、科
学的知見の進展等を考慮しながら、未達成水域における要因・リスク等を分析
する。あわせて流域全体を対象とした関係機関の連携体制構築を含めた対策を
進める。 

・常時監視について、測定方法の進展も考慮しながら、より効果的・効率的な測
定・管理手法等を検討する。 

・水生生物保全に係る環境基準については、新たな物質評価の進展も踏まえなが
ら、課題を整理し引き続き見直しを検討する。 

・湖沼対策については、引き続き、水質と生態系のつながりに着目した新たな水
環境管理手法の検討や気候変動が琵琶湖の生態系と物質循環に及ぼす影響の解
析等を実施する。 

 

〇水道の水質・衛生管理対策 
・水道の水質基準項目等については、最新の科学的知見に基づき、引き続き毎年
見直しのための検討を行っていく。 

 
〇地下水・地盤環境対策 
・地下水質における硝酸性窒素の負荷低減に向けた技術的支援を引き続き行うと
ともに、地盤環境に配慮しつつ、地中熱利用の普及拡大も進める。 

 
〇PFAS対策 
・PFOS等の水道の検査義務の遵守の徹底や水環境のモニタリング、ばく露の防止
を行うとともに、様々な知見の集積を図りつつ、健康影響や対策等の分かりや
すい情報発信を含め健康リスク低減の取組を進める。 
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（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等 （１）水・大気・土壌の環境保全 
①人の命と環境の保護 
②気候変動、生物多様性、循環型社会等への対応 
 
６ 東日本大震災からの復興・創生及び今後の大規模災害への備えと発生時
の対応 （２）自然災害への対応 
②被災地の環境保全対策等 

（２）取組名 大気環境行政の取組 
 

（３）主な関係部局 ・水・大気環境局 環境管理課 
同課 環境汚染対策室 

・水・大気環境局 モビリティ環境対策課 
  同課 脱炭素モビリティ事業室 

（４）取組の進捗状
況 

〇光化学オキシダント、PM2.5等に係る対策 
（環境基準） 
・令和８年４月１日、光化学オキシダントの環境基準を見直す改正告示（令
和８年１月環境省告示第８号）を施行した。人健康影響に加えて植物影響
も考慮し、短期基準値の変更に加えて新たに長期基準を設定した。 

・PM2.5の環境基準の見直しのため、PM2.5に係る健康影響に関する知見を
整理している。 

 
（排出抑制対策） 
・令和４年１月策定の「光化学オキシダント対策ワーキングプラン」に基づ
く取組を推進した。 

・光化学オキシダント等総合対策推進検討会が令和７年３月に公表した報告
書の内容も踏まえ、令和７年 12月 12日、微小粒子状物質を加えた新たな
行動計画である「微小粒子状物質・光化学オキシダント対策ワーキングプ
ラン」を策定し、総合的な PM2.5、光化学オキシダント対策の検討、科学
的知見の更なる充実、国際協力等に取り組んでいる。 

 
（環境モニタリング） 
・「令和６年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和６年 12月 24日
閣議決定）に基づき、環境大気常時監視に関する検討会が令和８年３月に
公表した「地方分権改革に関する地方公共団体からの提案に係る事務処理
基準の見直しについて」（報告書）も踏まえ、常時監視の測定局数の算定
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方法を見直し、令和８年５月 29日に「大気汚染防止法第 22条の規定に基
づく大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の処理基準について」を改
正した。 

 
〇多様な有害物質（石綿・水銀等）による健康影響の防止 
（石綿） 
・解体等工事において適切な石綿飛散防止対策がなされるよう、発注者・受
注者への普及啓発を行っている。 

・令和８年４月、「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」
を改訂し、平常時における地方公共団体の関係部署間の連携強化に関する
記載の拡充等を行うとともに、説明会等により災害時の対応に関する周知
を行った。 

・令和８年熊本地震においては、災害廃棄物の処理等に係る石綿飛散防止対
策の周知、ボランティア向けの防じんマスクの提供等を実施している。 

 
（水銀） 
・中央環境審議会大気・騒音振動部会大気排出基準等専門委員会における検
討・審議を踏まえた答申に基づき、令和７年 10月１日、水銀大気排出規制
に係る制度の点検・見直しを行い、銅、鉛又は亜鉛の二次精錬施設等に係
る排出基準の見直し、石炭ガス化複合発電施設（IGCC）に係る排出基準の
新たな設定等を含む改正省令（大気汚染防止法施行規則等の一部を改正す
る省令（令和７年環境省令第４号））を施行した。 

 
（有害大気汚染物質） 
・令和４年 10月に策定した「事業者による酸化エチレンの自主管理促進のた
めの指針」に基づき、同自主管理を促進している。 

・令和６年７月、「酸化エチレン大気排出抑制に関する取組事例集」を作成
した。 

 
〇地域の生活環境保全（騒音・振動・悪臭・光害）対策 
（騒音・低周波音） 
・風力発電施設からの騒音による健康影響への懸念等の声に対応するため、
騒音・低周波音の実測調査を実施するとともに、低周波音の健康影響につ
いて知見の収集、地方公共団体向けの研修等の取組を進めた。 

 
（振動） 
・振動による健康影響への懸念等への声に対応するため、振動に関する知見
の収集、地方公共団体向けの研修等の取組を進めた。 

（悪臭） 
・臭気指数の精度向上のための測定法の見直しに向けた検討を進めた。 
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（光害） 
・夏と冬の星空観察を継続して実施するとともに、「星空の街・あおぞらの
街」全国大会を、令和６年は山形県朝日町、令和７年は北海道美瑛町で開
催し、光害の防止の重要性を啓発した。 

（５）取組の進捗状
況に関連する評価指
標及び達成度合い 

〇政策評価書の項目名：３－１ 大気環境の保全 
 
・測定指標と目標値 
一般環境大気測定局における大気環境基準達成率（％） 目標値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
令和６年度の結果： 
二酸化硫黄：99.6% 
一酸化炭素：100% 
浮遊粒子状物質：100% 
二酸化窒素：100% 
光化学オキシダント：０％ 
微小粒子状物質：99.5% 

 
・測定指標と目標値 
アスベスト大気濃度調査における石綿濃度１本/L以下の箇所数の割合（解
体等工事に係るもの）（％） 目標値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
 令和７年度の結果：100％ 
 
〇政策評価書の項目名：３－２ 大気生活環境の保全 
・測定指標と目標値 
騒音に係る環境基準（一般環境）達成状況（％） 目標値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
 令和６年度の結果：90.3％ 

（６）課題及び今後
の取組方針 

【委員からの個別意見】 
・PM2.5 について、環境基準見直しの対象や、成分の違いによる健康影響の
差を踏まえたリスク評価について検討すべき、また環境基準の再評価につ
いて、発生源対策の検討結果との関係を含めてスケジュールを検討するこ
と。 

・質量濃度では十分に把握できない超微小粒子について、健康影響の懸念を
踏まえ、発生源近傍での実態把握や監視が必要ではないか 

・災害時の石綿飛散防止について、具体的な周知が重要。石綿の所在を平常
時から把握し災害時のリスクを把握する仕組みが必要。 

・自動車騒音の環境基準達成率が高いのは、幹線道路近接空間の特例値が高
めに設定されている影響ではないか。 



14 

 
【課題及び今後の施策の方針】 
〇光化学オキシダント、PM2.5等に係る対策 
・PM2.5の環境基準見直しに当たっては、成分の違いについても検討すると
ともに、ワーキングプランに基づき、対策の検討を並行して実施する。 

・超微小粒子の実態把握、健康影響に関する知見収集を行う。 
 
〇多様な有害物質（石綿・水銀等）による健康影響の防止 

・「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」の周知徹底によ
り、災害発生時の様々な主体への注意喚起等、地方公共団体の対応力の強
化を図る。 

・地方公共団体において、平常時から石綿使用建築物の把握、データベース
としての整理・共有が進むよう、関係部署間の連携強化を促す対策等を検
討する。 

 
〇地域の生活環境保全（騒音・振動・悪臭・光害）対策 
・騒音関係の環境基準について、幹線道路近接空間の特例値も含めて、引き
続き最新の知見の収集に努める。 

・臭気指数の精度向上のための測定法の見直しに向けた検討を進める。 
・星空観察や「星空の街・あおぞらの街」全国大会等の取組により、引き続
き、光害の防止の重要性を啓発する。 

 



15 

 
（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等  
（１）水・大気・土壌の環境保全 
①人の命と環境の保護 
②気候変動、生物多様性、循環型社会等への対応 
 
（２）化学物質管理 
①ライフサイクル全体を通じた化学物質管理のための法的枠組み、制度的メカニ
ズム及び能力構築 
 

（２）取組名 土壌環境・農薬環境行政の取組 
 

（３）主な関係部局 ・水・大気環境局 環境管理課 
同課 農薬環境管理室、環境管理制度企画室、環境汚染対策室 

・環境保健部 化学物質安全課 

（４）取組の進捗状況 〇土壌汚染対策 
・土壌汚染対策法の施行状況の調査を行い、法令に基づく対策が着実に実施され
ていることを確認した。 

・中央環境審議会土壌制度小委員会において、土壌汚染対策法の点検・見直しに
係る検討を進め、令和８年２月に今後の土壌汚染対策の在り方に係る検討の中
間まとめを行った。要措置区域等における施行方法の基準や搬入土壌の品質管
理に関する告示の改正に向けて、改正案に係るパブリックコメントを行ってい
る。引き続き、的確な土壌汚染対策に向けた制度的対応の検討を進める。 

 
〇農薬のリスク管理 
（長期ばく露影響評価の導入） 
・生活環境動植物に係る⾧期的な農薬ばく露の影響に関する評価の導入につい
て、令和８年１月に中央環境審議会の答申を得た。答申に基づき、先行して評
価する農薬の要件を整理した。加えて、円滑な制度導入に向けて、①評価に必
要な毒性試験成績等の提出を求める手続の整備 ②実際の評価を進める上での
ルールや基礎データの整理等を実施中。 

（安全性等の再評価） 
・令和３年度から全ての既登録農薬（約600成分）について、最新の科学的知見
に基づく再評価を実施中。令和７年度までに18農薬の農薬登録基準（生活環
境動植物への影響及び水の利用による人への影響）を見直した。 

（モニタリングの充実） 
・令和８年度から環境モニタリングデータの充実のため、農薬本体だけでなく、
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毒性が高いそれらの代謝物や分解物も対象とした調査を実施中。その他、野生
ハナバチ類のモニタリング計画の策定に向け、対象農薬や調査地点等について
検討中。 

（５）取組の進捗状況
に関連する評価指標及
び達成度合い 

〇政策評価書の項目名：３－４ 土壌環境の保全 
・測定指標と目標値 
土壌汚染対策法第6条に規定する要措置区域における措置の実施率（％） 目
標値：100％ 

・目標達成度合いの測定結果 
令和６年度の結果：96.8% 

 
〇政策評価書の項目名：３－５ ダイオキシン類・農薬対策 
・測定指標と目標値 
水域の生活環境動植物に係る農薬登録基準の設定及び設定不要と評価した農
薬数（累計）  
令和７年度末目標値：620農薬 

・目標達成度合いの測定結果 
令和７年度末実績：616農薬（達成率99.4％） 

 
（６）課題及び今後の
取組方針 

【委員からの個別意見】 
・長期影響評価の導入にあたり、新たに要求する鳥類繁殖毒性試験について、国
内試験機関で実施できるよう体制を整備するべきではないか。 

・引き続き、農薬によるミツバチ被害の防止に取り組むべき。 
 
【課題及び今後の施策の方針】 
〇土壌汚染対策 
・土壌汚染対策については、法の点検・見直しに係る検討の最終とりまとめに向
けて議論を進める。 

 
〇農薬のリスク管理 
・長期ばく露影響評価の導入を着実に進める。導入に向けた手続の整備に加え
て、委員からの意見を踏まえ、新たに要求する鳥類繁殖毒性試験について、国
内の試験実施体制の整備も進める。 

・引き続き、最新の科学的知見に基づき、再評価を着実に進めるとともに、評価
事例の蓄積、申請者説明会の開催、試験データ確認へのAI活用等を通じてさら
なる円滑化に取り組む。 

・再評価や適正使用の推進に必要な環境モニタリングデータの充実に取り組む。 
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（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 
第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等  
（１）水・大気・土壌の環境保全 
①人の命と環境の保護 
②気候変動、生物多様性、循環型社会等への対応 
 
６ 東日本大震災からの復興・創生及び今後の大規模災害への備えと発生時の対
応 （２）自然災害への対応 
⑤ALPS処理水に係る海域モニタリング 

（２）取組名 海洋環境行政の取組 
 

（３）主な関係
部局 
 

・水・大気環境局 海洋環境課 
 同課 海域環境管理室、海洋プラスチック汚染対策室 
 

（４）取組の進
捗状況 

〇海洋ごみ対策 
・海岸漂着物処理推進法等に基づき、地方公共団体による漂流・漂着ごみ及び海
底ごみの回収・処理並びに発生抑制の取組を支援するとともに、官民連携によ
る海洋ごみ対策を推進。 

・各種検討会の有識者等の知見も活用しながら、プラスチックの環境中流出量等
の実態把握、生物・生態系影響に関する調査研究、海洋表層マイクロプラスチ
ック等のモニタリング手法の調和、データ共有システム及び各種ガイドライン
の整備・普及を実施し、プラスチックを含む海洋ごみに関する科学的知見の集
積・共有及び対策検討への活用を推進。 

・プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書（条約）の策定に向けた
政府間交渉委員会（INC）における交渉など、プラスチック汚染に関する国際的
な議論に積極的に参画。 

・ASEAN諸国等を対象としたモニタリング技術の移転や人材育成等の取組を通じ
て、プラスチック汚染対策に関する国際協力を推進。 

 
〇海洋汚染の防止 
・令和 6年度に成立した二酸化炭素の貯留事業に関する法律（CCS事業法）の政
省令を整備し、令和 8年 5月に同法を完全施行。さらに海底下 CCS制度専門委
員会及び CCS事業制度検討ワーキンググループの合同検討会において貯留事業
の実施に係るガイドラインの整備に関する検討を進めている。 

・CCS事業の適切な推進のため、海洋環境に配慮した効率的なモニタリング技術
の開発や、モニタリングガイドラインの整備に向けた検討を実施している。 
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・ロンドン条約・議定書における、海洋を利用した二酸化炭素吸収・固定の取組
（ブルーカーボン等）への規制の議論に対し、海洋環境保全上の適切な対処と
気候変動対策を両立できるよう、情報収集・交渉に努めている。 

・海洋汚染等防止法において浚渫土砂の海洋投入処分の許可制度を運用してい
る。洋上風力発電の設置に伴い発生する土砂の取扱いについても当該制度を適
用すべく、検討を進めている。 

 

〇放射性物質に係る海域モニタリング 
・現状及び経年変化を把握するため、「総合モニタリング計画」に基づき、 放射
性物質に係る海域モニタリング調査を実施。 

・人や環境に影響を及ぼすレベルではないことを確認。 

・客観性・透明性・信頼性の高い海域モニタリングを徹底し、国内外に分かりや
すく発信。 

 
〇閉鎖性海域対策 
・第 10次水質総量削減の在り方については、令和８年５月に中央環境審議会の答
申を得たところであり、これを具体化するため、第 10次水質総量削減基本方針
等の内容について検討中。 

・有明海及び八代海等の再生方策に係る調査・研究を進めるほか、有明海・八代
海等総合調査評価委員会による有明海・八代海等の再生に係る評価を支援。令
和８年度には 10年に一度となる有明海・八代海等総合調査評価委員会報告が取
りまとめられる予定。 

・瀬戸内海環境保全特別措置法については、水質予測システムの提供等を通じ
た、自治体による栄養塩類管理計画の策定への支援や、令和 3年改正の施行状
況点検に向けた調査・情報整理や生物多様性・生産性の観点から海の豊かさを
測る指標及び評価手法等の検討、藻場・干潟分布状況調査等を実施。 

・気候変動等が主要な閉鎖性海域に及ぼす影響や、栄養塩類管理や里海づくりに
係る施策・取組の効果について、評価・予測が可能な数理モデルの構築と、見
える化技術の開発を行う研究を推進。 

 
（５）取組の進
捗状況に関連す
る評価指標及び
達成度合い 

〇政策評価書の項目名：３－３ 水環境の保全 
 
・測定指標と目標値 
 海洋ごみ（漂流・漂着・海底ごみ）に関する調査・研究結果の把握・共有 
・目標達成度合いの測定結果 
プラスチックを含む海洋ごみに関する実態把握・モニタリングとその調査結果
の公表や、各種ガイドラインの整備・普及、関連する調査研究の支援とシンポ
ジウム等を通じた情報提供を通じて、海洋環境の保全に資する実態把握と情報
発信が着実に進展している。 
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・測定指標と目標値 

ALPS処理水放出に関連する放射性物質の海洋環境モニタリング調査の延べ調 
査回数（回） 目標値：408回 

・目標達成度合いの測定結果 

実績値 407回 

 
・測定指標と目標値 
閉鎖性海域における水質環境基準の達成率（ＣＯＤ、全窒素、全りん）等（％） 
目標値：100％ 
・目標達成度合いの測定結果 
閉鎖性海域における CODの環境基準達成率（令和６年度）は、東京湾
63.2％、伊勢湾 56.3％、大阪湾 66.7％、瀬戸内海（大阪湾を除く）81.1％ 
閉鎖性海域における窒素及びりんの環境基準達成率（令和 6年度）は、東京湾
100％、伊勢湾 85.7%、大阪湾 100%、瀬戸内海（大阪湾を除く）96.5% 

 
（６）課題及び
今後の取組方針 

【委員からの個別意見】 
・特になし 
 
【課題及び今後の施策の方針】 
〇海洋ごみ対策 
・海岸漂着物等の回収・処理及び発生抑制に係る地域の取組への支援を着実に実
施するとともに、プラスチックを含む海洋ごみに関する科学的知見の集積・活
用を進め、国際的なルール形成への貢献及び国際協力の推進を通じて、効果的
な対策の更なる推進を図る。 

  
〇海洋汚染の防止 
・海底下 CCS事業の実施に係るガイドラインを完成させ、国内事業において適切
に運用していく。海洋ドローン等の活用も含めた CCSのモニタリング技術を開
発し、適切なモニタリングが行われるよう必要な手段を講ずる。 

・海洋を利用した二酸化炭素吸収・固定の取組について、海洋環境の保全に配慮
したものとなるよう、必要な検討を進める。 

・洋上風力発電の設置に伴う土砂の海洋投入処分については、海洋汚染等防止法
に基づく許可制度を適切に運用して対応する。 

 
〇放射性物質に係る海域モニタリング 

・現状及び経年変化を把握するため、「総合モニタリング計画」に基づき、放射
性物質に係る海域モニタリング調査を継続する。 

・国際原子力機関と共同で水生生物等の採取を行い、人や環境に影響を及ぼすレ
ベルではないことを確認するとともに、客観性・透明性・信頼性の高い海域モ
ニタリングを徹底し、国内外に分かりやすく発信していく。 
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〇閉鎖性海域対策 
・令和８年５月の中央環境審議会の答申の具体化を通じて総量削減制度から総量
管理制度への転換を図る。 

・令和 8年度評価委員会報告に基づき、有明海及び八代海等の再生方策に係る調
査・研究を進めるほか、有明海・八代海等総合調査評価委員会による評価の支
援を行う。 

・自治体による栄養塩類管理計画の策定の支援や、令和 3年瀬戸内海環境保全特
別措置法改正の施行状況の点検、藻場・干潟分布状況調査等を実施する。 

・海水温の上昇等の気候変動影響に対する沿岸生態系の変化を把握するため、主
要な閉鎖性海域における水温・水質及び生態系に関するモニタリングと科学的
知見の集積を進めるとともに、数理モデルや見える化技術の開発に関する研究
を推進する。 
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（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等 （１）水・大気・土壌の環境保全 
①人の命と環境の保護 
②気候変動、生物多様性、循環型社会等への対応 
 

（２）取組名 モビリティ環境対策の取組 
 

（３）主な関係部局 ・排出ガス対策：水・大気環境局 環境管理課、モビリティ環境対策課 
・騒音対策：水・大気環境局 環境管理課、モビリティ環境対策課 
・脱炭素化対策：脱炭素モビリティ事業室 

（４）取組の進捗状
況 

〇モビリティの排出ガス対策 
・令和５年 10月からディーゼル新型車について、令和６年 10月からガソリ
ン直噴新型車について、粒子数による規制（PN規制）の適用を開始した。 

・令和７年３月、令和９年末までのディーゼル特殊自動車への PN規制の導入
に向け、大気汚染防止法に基づく告示（自動車排出ガスの量の許容限度
（昭和 49年１月環境庁告示第１号）及び大気汚染防止法第十九条第三項の
規定に基づく特定特殊自動車排出ガスの量の許容限度（平成 18年３月環境
省告示第 72号））を改正した。 

・「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第十五次答申）」
（令和６年９月）を踏まえ、同答申において示された検討課題のうち、重
要課題とされた「微小粒子状物質」並びに「ブレーキ粉塵及びタイヤ粉
塵」に関する対策について、検討に資する実態把握調査を行った。 

・自動車 NOx・PM法に関し、今後の自動車排出ガス総合対策のあり方につ
いて中央環境審議会 大気・騒音振動部会 自動車排出ガス総合対策小委員
会において検討を進めている。 

 
〇モビリティの騒音対策 
（自動車） 
・自動車交通騒音の低減に向け、地方公共団体が行う常時監視事務への支
援、監視結果の集計・分析及び情報提供を実施した。 

・「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方について（第四次答申）」（令
和４年６月）を踏まえ、四輪車及び二輪車走行騒音規制の見直し等につい
て検討を行った。 

 
（鉄道・航空機） 
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・新幹線鉄道・航空機騒音について、騒音の測定結果を基に、環境基準の達
成状況の向上に向けて、引き続き適切な対策が講じられるよう関係機関に
対し要請等を行った。 

・新幹線鉄道沿線の各地方公共団体等が統一的な手法に基づいて測定・評価
するため、令和７年６月、新幹線鉄道騒音測定・評価マニュアルを改正し
た。 

 
〇モビリティの脱炭素化対策 
（自動車） 
・商用車等の普及初期の導入加速を図るため令和 5年度より「商用車等の電
動化促進事業」を実施している。 

  （令和６年度補正予算事業における補助車両台数） 
・商用車（トラック、タクシー、バス） 3,852台 

 
（船舶） 
・ゼロエミッション船等の生産基盤構築及び発注を喚起するため、令和 6年
度より「ゼロエミッション船等の建造促進事業」を、令和 8年度より「ゼ
ロエミッション船等の導入支援事業」をそれぞれ実施している。 

  （令和 7年度事業までの補助件数）  
  ・ゼロエミッション船等の建造促進事業 30件  

 
（物流・人流等） 
・脱炭素物流や地域交通の脱炭素化を加速化するため、「物流・人流分野に
おける GX×DXモデル構築事業」について、令和９年度の予算要求を新た
に行っている。 

 
（５）取組の進捗状
況に関連する評価指
標及び達成度合い 

〇政策評価書の項目名：３－１大気環境の保全 
・測定指標と目標値 

全国の自動車排出ガス測定局における大気汚染に係る環境基準達成（%）

目標値：100% 

・目標達成度合いの測定結果 

令和 6年度の結果： 

二酸化窒素：100% 

浮遊粒子状物質：100％ 

光化学オキシダント：0% 

二酸化硫黄：100% 

一酸化炭素：100% 

微小粒子状物質：100% 
・測定指標と目標値 
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大都市地域における自動車排出ガス測定局における大気汚染に係る環境基
準達成率（%） 目標値：100% 

・目標達成度合いの測定結果： 
二酸化窒素：100% 
浮遊粒子状物質：100％ 

 

〇政策評価書の項目名：３－２大気生活環境の保全 
・測定指標と目標値 

騒音に係る環境基準達成状況（道路に面する地域）（%）  

目標値：100% 
・目標達成度合いの測定結果 
令和６年度の結果 95.6% 

 
・測定指標と目標値 
航空機騒音に係る環境基準達成状況（測定地点ベース）（%） 
目標値：100% 

・目標達成度合いの測定結果 
令和６年度の結果 86.1% 

 
・測定指標と目標値 
新幹線鉄道騒音に係る環境基準達成状況（測定地点ベース）（%）  
目標値：100% 

・目標達成度合いの測定結果 

令和６年度の結果 43.7% 

 

（６）課題及び今後
の取組方針 

【委員からの個別意見】 
・地域交通の脱炭素化について、公共交通を便利にして自家用車からの転換
を促す視点が必要であること、地域公共交通計画や地球温暖化対策計画と
の連携が必要である。 

・新幹線鉄道騒音の環境基準達成率について、評価地点の設定方法に課題が
あり、全国的な達成状況を適切に示す指標になっているかを検討すべき。 

 
【課題及び今後の施策の方針】 
〇モビリティの排出ガス対策 
・「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第十五次答申）」
（令和６年９月）において示された検討課題のうち、重要課題とされた
「微小粒子状物質」並びに「ブレーキ粉塵及びタイヤ粉塵」に関する対策
について、検討に資する実態把握調査の結果を踏まえ検討を行う。 
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・自動車 NOx・PM法に関し、今後の自動車排出ガス総合対策のあり方につ
いて中央環境審議会 大気・騒音振動部会 自動車排出ガス総合対策小委員
会において引き続き検討を進める。 

 
〇モビリティの騒音対策 
・自動車交通騒音の低減に向け、地方公共団体が行う常時監視事務への支
援、監視結果の集計・分析及び情報提供を引き続き実施するとともに、
「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方について（第四次答申）」（令
和４年６月）を踏まえ、四輪車及び二輪車走行騒音規制の見直し等につい
て、引き続き検討を行う。 

・新幹線鉄道騒音対策について、環境基準の達成状況の向上に向けて、引き
続き適切な対策が講じられるよう、まずは自治体の測定評価の考え方の確
認及び整理を行う。 

 
〇モビリティの脱炭素化対策 
・運輸部門等の温室効果ガス削減目標等の達成に向け、Scope3含めサプライ
チェーン全体におけるモビリティの脱炭素化（排出削減・抑制対策）を強
化する。 

・電動車両やゼロエミッション船等の導入、代替燃料の利用促進等の単体対
策を一層強化する。 

・発着荷主・物流事業者はじめ関係者の連携による脱炭素物流や地域交通の
脱炭素化の促進（地域公共交通計画との連携）等の面的対応を加速化す
る。  

・荷主はじめ事業者が戦略的に運輸部門の脱炭素化に取り組めるよう、「脱
炭素モビリティ事業戦略・ガイドライン」（仮称）を令和８年度内を目途
に策定する。 
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（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等 （１）水・大気・土壌の環境保全 
②気候変動、生物多様性、循環型社会等への対応 
③良好な環境の創出 

（２）取組名 良好な環境の創出の取組 

（３）主な関係部局 ・水・大気環境局 環境管理課 環境創造室、環境管理制度企画室 
・自然環境局 自然環境計画課 地域ネイチャーポジティブ推進室 
・自然環境局 国立公園課 国立公園利用推進室 
・地球環境局 総務課 気候変動科学・適応室 

（４）取組の進捗状況 〇良好な水環境の創出・活用 
（モデル事業） 
・これまで、規制等の施策と平行して「名水百選」の選定等により、国民のウ
ェルビーイングや地域の魅力・活力の向上に繋がる「良好な環境」の理解醸
成等を推進してきたが、これらを保全する資金不足や担い手不足等の課題
や、水質改善のみでは豊かな海の実現が困難という課題がある。 

・これらの背景を踏まえると、各地域における良好な環境の保全だけではな
く、積極的に再生・創出する取組や、保全・再生・創出した良好な環境を持
続可能な形で利活用し、地域課題の解決とウェルビーイングの向上につな
げ、さらにこれらを保全活動に還元する好循環を生み出すことが求められ
る。 

・地域での保全と活用の好循環の創出に向けて、これに取り組む団体を支援す
るモデル事業を令和４年度から実施。資金的支援に加えて、環境省が選定し
た専門家による助言等の伴走支援も実施。 

 
（プラットフォーム運営） 

・令和７年５月に「ウォータープロジェクト」の後継として「水辺の環境活動
プラットフォーム」を設立し、行政・自治体・NPO・他企業等セクターを横
断した繋がりを構築。webサイトでの一元的な情報発信、オンライン会合・
シンポジウムの開催、メールマガジン・SNSの周知啓発等を実施した。 

・水循環基本法に基づく普及啓発として、「グッドプラクティス塾」及び
「CDPウォーター・環境省共催セミナー」を開催し、民間企業等のウォータ
ーポジティブに向けた取組及び水に関する情報開示の優良事例を共有・発信
した。 

（新たな仕組み・制度の検討） 
・令和７年６月24日に水環境・土壌農薬部会に設置された水環境制度小委員会
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において、水辺を保全・活用した地域づくりなど、良好な水環境の保全と活
用を促進する制度・仕組みに関して審議している。 

（５）取組の進捗状況
に関連する評価指標及
び達成度合い 

〇政策評価書に関連する測定指標等がないため、別途測定指標等を設定してい
る。 

 
・測定指標と目標値（※目標値の設定は行っていない） 
「良好な環境の創出・活用を推進するモデル事業」等選定団体数 

・目標達成度合いの測定結果 
令和８年度は以下のとおり計58団体を選定（※実績） 
・良好な水環境保全・活用モデル事業 5団体 

   ・戦略的「令和の里海づくり」基盤構築支援事業 10団体 
   ・良好な環境を活用した観光モデル事業 20団体 

  ・令和の名水づくり・里海づくり地域支援事業7地方環境局・23団体 
（参考：令和７年度23団体） 

 
・測定指標と目標値 
「水辺の環境活動プラットフォーム」登録者数 
目標値：2030年までの個人を除く企業等団体の登録数：500件 

・目標達成度合いの測定結果 
企業・個人等684者（うち団体数は232）（令和８年10月26日時点） 
（参考：令和７年度度末 企業・個人等579者（うち団体数は210）） 

 
（６）課題及び今後の
取組方針 

【委員からの個別意見】 
特になし 
 
【課題及び今後の施策の方針】 
〇良好な水環境の創出・活用 
本施策は第六次環境基本計画において、良好な環境の形成と同時に、それを

持続可能な形で利用することを通じて、人々の満足度（ウェルビーイング）の
向上や地域活性化など、地域に具体的なメリットを創出することも重要と位置
付けられている。このため、本施策を通じた直接的な成果である環境の保全の
みならず、地域の自然資本として持続可能な利用を促進し、地域社会や経済の
活性化、住民の満足度向上などにも繋げていく必要がある。 
（モデル事業） 
・引き続き事業を実施し、地域での良好な環境の創出・活用の好事例の蓄積に



27 

取り組む。その際、環境保全の効果に加え、地域社会・経済への波及、住民
の満足度向上などの発現も念頭に置き実施する。また、事業を通じたこれら
の効果を整理し、事例集等の作成にも取り組む。 

（プラットフォーム運営） 
・モデル事業を通じて蓄積した知見の横展開、活動団体同士及び活動団体と支
援企業等とのマッチング促進に引き続き取り組みつつ、各地域単位での横連
携の促進にも取り組む。これにより、行政・NPO・企業・地域住民等の多様
な主体の参画を促し、地域社会・経済の活性化に寄与する新たなつながりの
創出を図る。 

（新たな仕組み・制度の検討） 
・良好な環境の保全と活用の取組を通じて、社会・経済・国民生活の各側面に
寄与できるよう、これらの取組の下支えとなる制度・仕組みの具体化を引き
続き進める。 
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（１）項目名 第２部 環境政策の具体的な展開 

第３章 個別分野の重点的施策の展開 
４ 環境リスクの管理等 （１）水・大気・土壌の環境保全 
④水、土壌、大気の媒体横断的な課題への対応 
⑤科学的知見の充実、人材の育成及び技術の開発・継承 
⑥国際協力の推進 
 

（２）取組名 媒体横断的な課題への取組 
科学的知見の充実、人材の育成及び技術の開発・継承に関する取組 

国際協力の推進に関する取組 

 
（３）主な関係部局 ・水・大気環境局 環境管理課 

同課 環境汚染対策室 
海洋環境課 海洋プラスチック汚染対策室 

・大臣官房総務課 環境情報室 
・地球環境局 国際温暖化対策推進課 

（４）取組の進捗状
況 

〇水、土壌、大気の媒体横断的な課題への対応 
・令和６年９月、世界に先駆けて「持続可能な窒素管理に関する行動計画」を策
定し、毎年フォローアップ等を通じて、施策を推進しているとともに、国際会
議等で発信している。 

・令和8年度から、畜舎、堆肥化施設及びメタン発酵施設からアンモニアを回収
し、固形肥料等に転換する技術実証を実施中。また、硝酸性窒素等の暫定排水
基準の適用業種において、排水からアンモニアを回収する技術実証を実施中。 

 
〇科学的知見の充実、人材の育成及び技術の開発・継承に関する取組 
（デジタル技術の活用等による環境管理） 
・令和６年６月28日、地方公共団体に対して、大気、水質、騒音、振動、悪臭等
に関する立ち入り検査について、オンライン会議システム等のデジタル技術を
活用した立入検査の実施を選択することが可能である旨を通知した。 

・「環境法令に係る申請・届出システムに関する共通化推進方針」（令和７年6月
２日決定）に基づき、特定建設作業実施届出のe-Govを活用したオンライン化
の令和８年度中実装に向けたシステム開発中。 

 
（分析技術の開発や精度管理） 
・環境測定分析の信頼性の確保及び精度の向上を図るため、共通の環境試料を用
いた環境測定分析統一精度管理調査を毎年実施しており、公共民間を問わず
500以上の分析機関が参加している。 

（人材育成の推進） 
・臭気指数測定業務に従事する者の質を確保するため、国家資格である臭気判定
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士の試験を実施し、人材の育成を図った。 
・土壌汚染状況調査等の技術上の管理をつかさどる者の質を確保するため、国家
資格である土壌汚染調査技術管理者の試験を実施し、人材の育成を図った。 

・特定工場における公害防止組織の整備を図り、もつて公害の防止に資するた
め、国家資格である公害防止管理者等の試験を実施し、人材の育成を図った。 

・環境調査研修所において、環境行政に従事する地方公共団体の担当職員等向け
の環境保全に関する研修を実施した。 

 
（災害対応） 
・林野火災等の災害発生時、大気汚染物質広域監視システム（そらまめ君）の測
定データを確認し、微小粒子状物質等について健康影響が出るような数値が確
認された場合には、自治体に向け注意喚起を行うよう要請するなどの対応を実
施した。 

 
〇国際協力の推進 
・アジア水環境改善パートナーシップ（WEPA)、東アジア酸性雨モニタリングネ
ットワーク（EANET)、日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM)の下での大気汚染
政策対話、黄砂共同研究等の多国間の枠組み、シナジー型JCM実証事業等の二
国間の協力等を通じて、我が国の知見・経験の共有、技術移転、能力開発等の
国際協力を推進している。 

・プラスチックを含む海洋ごみ対策に関して、海洋ごみのモニタリング手法の国
際的な調和やモニタリングデータの収集・共有、科学的知見の集積・分析等を
促進するため、国際的な専門家会合やワークショップを開催している。また、
ASEAN諸国をはじめとするアジア地域の国々を対象に、海洋ごみモニタリング
に関する訪日研修や二国間での共同調査、専門家派遣、調査マニュアルの作成
支援等を通じた人材育成・技術協力を実施している。 

・（再掲）プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書（条約）の策定
に向けた政府間交渉委員会（INC）における交渉など、プラスチック汚染に関す
る国際的な議論に積極的に参画している。 

（５）取組の進捗状
況に関連する評価指
標及び達成度合い 

政策評価書に関連する測定指標等がないものについては、別途測定指標等を設定
している。 
 
〇政策評価書の項目名：― 
・測定指標と目標値：反応性窒素に関する環境基準達成率 
・目標達成度合いの測定結果： 
 令和６年度結果： 

二酸化窒素：100% 
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素：99.5％  
東京湾、伊勢湾、瀬戸内海における全窒素及び全燐の環境基準達成率：
95.9% 
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〇政策評価書の項目名：― 
・測定指標と目標値：環境測定分析統一精度管理調査 
・目標達成度合いの測定結果： 
順調に進捗 
令和８年度は、459の分析機関が参画 

 
〇政策評価書の項目名：―  
・測定指標と目標値 
環境法令に係る申請・届出手続のオンライン化の推進 

・目標達成度合いの測定結果 
順調に進捗 
令和8年度は、届出手続のオンライン化を実施予定 

 
〇政策評価書の項目名：３－３ 水環境の保全 
・測定指標と目標値 
アジア地域等における水環境ガバナンスの強化と我が国企業の水処理技術の海
外展開の促進 

・目標達成度合いの測定結果 
相当程度進展あり 

WEPA参加13カ国で我が国の水環境行政に係る経験や技術の共有等を図るこ
とで、当該地域における水環境ガバナンスの強化に資するとともに、我が国
企業が有する優れた水処理技術の海外展開を促進するなど、国際的な水環境
問題の解決に寄与した。 

 
〇政策評価書の項目名：３－１ 大気環境の保全 
・測定指標と目標値 
国内及び東アジア地域における酸性雨・黄砂に係るモニタリングデータの把
握・共有 

・目標達成度合いの測定結果： 
相当程度進展あり 

EANET参加13カ国でモニタリングデータを関係諸国に共有し、対策を国際的
に議論するための基礎データとすることにより、東アジアの大気環境の改善
に貢献した。 

（６）課題及び今後
の取組方針 

【委員からの個別意見】 
・媒体横断的課題への対応について、どのような視点で総括するのか明確化すべ
き。 

・行政手続のスマート化・オンライン化について、どこまで進捗しており、今後
どの手続がオンライン化の対象となるのかを明確に示すべきである。また、人
口減少社会において行政機関・事業者双方の負担軽減や業務効率化の観点から
も、取組を着実に進める必要がある。 
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【課題及び今後の施策の方針】 
〇水、土壌、大気の媒体横断的な課題への対応 
・「持続可能な窒素管理に関する行動計画」に基づき、水・大気環境の保全・管
理と脱炭素、資源循環、自然共生との統合的アプローチにより、社会や地域に
貢献する取組を推進する。 

 
〇科学的知見の充実、人材の育成及び技術の開発・継承に関する取組 
・届出手続については、行政機関及び事業者双方の事務負担の軽減、手続の迅速
化・効率化等を図るため、「環境法令に係る申請・届出システムに関する共通
化推進方針」（令和７年6月２日決定）にあるスケジュールに基づき、順次オン
ライン化を進める。 

・環境測定分析については、行政機関・事業者双方の負担軽減や業務効率化の観
点も含めて、新たな測定分析手法の開発・採用等を検討する。 

・災害対応については、常時から体制等を備えておくとともに、被災状況に応じ
たきめ細かい対応を実施する。 

 
〇国際協力の推進 
・引き続き多国間の枠組み及び二国間の協力等を通じて、我が国の知見・経験の
共有、技術移転、能力開発等の国際協力を推進する。加えて、相手国のニーズ
に応じた取組を継続しながら、ポストSDGs等の国際的な議論にも貢献する。 

・プラスチックを含む海洋ごみ対策については、相手国のニーズを踏まえ、複数
国で共通に実施可能な支援と、各国の状況に応じた支援を効果的に組み合せる
方策を検討する。 

・プラスチック汚染に関する法的拘束力のある国際文書（条約）の策定に向けて
は、引き続き国際的な交渉に積極的に参画し、効率的・効果的な施策立案や、
事業者等も含めた各種関係者との連携を促進していく。 
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（３）課題と今後の取組方針 
Ⅲにおいて、第六次環境基本計画の第 2部第３章「個別分野の重点的施策の展開」のうち、

「４ 環境リスクの管理等」について、当部会での説明内容も踏まえ、可能な限り定量的な評
価も交えて、各分野ごとに施策シートを作成し、取組について進捗状況の点検を行った。 
各分野における課題は各施策シートの（６）の「課題及び今後の取組方針」に記載のとおり

であるが、「個別分野の重点的施策」に対応した各取組は着実に進展していることが確認され
た。引き続き、水環境、大気環境、土壌環境・農薬環境行政をはじめとした、国民の健康と生
活環境を守るための施策は、環境行政の出発点であり、今後も揺るぎなく着実に施策を推進し
ていくことが求められる。 
また、モビリティ環境対策の取組については、環境保全対策と気候変動対策の両方の観点か

ら、最適となるように留意しつつ、進めていく必要がある。 
第六環境基本計画では、「ウェルビーイング」が最上位の目的に位置づけられていることか

らも、引き続き良好な環境を目指すとともに、人が良好な環境な環境とふれあい、持続可能な
かたちで利用することによって、引き続き人々のウェルビーイングの向上や地域活性化など、
地域に具体的なメリットを創出するよう取組を進めていくことが重要である。 
さらに、各種栄養塩や化学物質等の媒体横断的な視点からの管理や、施策の検討や検証の基

盤となるデータの収集や分析を通じた科学的知見の充実、デジタル技術を活用した効率的な環
境管理を推進するとともに、人材育成や技術開発・継承を促進していく。 
こうした取組の実施に当たっては、地域循環共生圏・気候変動・生物多様性・循環型社会等

に係る施策や計画等との連携・調和を図りつつ、さらには、これらの分野における政策との同
時推進を図るように取り組むことが重要である。 
上記の取組をはじめとして、水・大気環境行政のミッションである、人の命と環境を守ると

いう不変の原点を追及し、地域発展と国際展開への貢献といった時代の要請に対応するため、
引き続き着実に各取組を進めていく。 
 
Ⅳ おわりに 

 今回の環境基本計画の点検結果を踏まえて、環境基本計画のメインメッセージである
「現在及び将来の国民一人 一人の生活の質、幸福度、ウェルビーイング、経済厚生の向
上」等をより一層図るため、引き続き、環境基本計画に位置付けられた施策を進めていく
とともに、今回の点検を通して明らかになった諸課題について検討を行い、各主体とのよ
り一層の協力を推進し、環境基本計画における他の施策との密接な連携を図っていくこと
とする。 
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